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(1)平成2年生まれ
　(満20歳)

・国民年金に加入
　→国民年金保険料（4月より15,100円）がかかります。
(2)昭和45年生まれ(満40歳)
・介護保険第2号被保険者に該当

　→誕生日前日の翌月から健康保険料に加えて、介護保険料も徴収します。
(3)昭和25年生まれ(満60歳)
・老齢厚生年金の請求

　→必要な加入年数を満たしている場合、請求を行います。
・60歳到達時賃金日額登録
　→5年以上雇用保険に加入している場合、登録を行います。
(4)昭和21年4月1日以前生まれ
・雇用保険料が免除
　→４月分給料から控除の必要はありません。
(5)昭和20年生まれ(満65歳)
・介護保険第1号被保険者に該当
　→誕生日の翌月から介護保険料は直接市町村に納付（年金から天引き）となります。給与から介護保険料を控除する必要はありません。
・在職老齢年金の支給制限縮小
　→老齢厚生年金の基本月額と社会保険の標準報酬月額を合算した時の支給制限額が緩和されます。基礎年金は満額受給です。
(6)昭和15年生まれ（満70歳）
・厚生年金被保険者資格喪失

→在職老齢年金の支給制限は引き続きます。
(７)昭和10年生まれ（満75歳）
・後期高齢者医療制度に移行

内容
建設業に従事していた方を新たに雇い入れた建設業以外の事業主に対し助成金の支給を行い、建設業離職者の再就職を促進するものです。（H.22.2.8からH.23.3.31まで）
要件

1.事業主側
(1)建設事業を営んでいないこと。

(2)助成金の支給対象となる労働者をハローワークの紹介により、一般被保険者として雇い入れる事業主であること。（紹介以前に雇用の内定がないこと）
(3)対象労働者を1年経過後も引き続き雇用することが確実であること。

(4)対象労働者の雇入れ日の前後６か月間に事業主の都合による従業員の解雇等をしていないこと。
(5)ハローワークに提示した求人内容より、対象労働者の合意なく低い条件で雇い入れたものではないこと。
2.対象労働者側
(1)雇入れ日の満年齢が45歳以上60歳未満であること。
(2)雇入れ前１年の間に公共職業訓練等を受講していないこと。
(3)以下のいずれかに該当する方であること。
　イ.雇入れ前１年間のうち、６か月間以上、建設事業を行う事業所において建設事業に従事していたこと。
　ロ.雇入れ前１年間のうち、建設事業を行っていた個人事業主又は同居の親族のみを使用する事業主であったこと。
助成額
	
	6ヶ月
経過後
	12ヶ月
経過後
	計

	中小企業
	45万円
	45万円
	90万円

	中小企業
以外の企業
	25万円
	25万円
	50万円


就業形態等の多様化等が進み、労働者ごとに個別に労働条件が決定・変更される場合が増え、個別労働関係紛争も増えています。そこで、平成20年3月から労働契約法を施行し、労働契約の成立、変更、終了等に関する基本的なルールを明らかにしました。 
労働契約法内の「雇用契約の締結」について規定されている内容は以下の通りです。
①労働者と使用者双方が対等の立場で合意し成立するという合意原則を明確化

②契約内容（有期労働契約に関する事項を含む。）をできるだけ書面で確認

③労働者の安全を確保して就労できるよう安全への配慮を規定

　契約内容を締結時に確認することにより誤解が減り、労働者及び使用者が相互に理解した上で、安心・納得して就労できるようになります。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；近頃うつ病が原因で休職する人が増えているようですが、会社でこのようなことが起きた場合、どのような点に注意をすべきでしょうか？
Ａ；うつ病等の精神疾患は、本人の性格や家族の問題などプライベートな部分に原因があると考えられることも多いです。しかし、労働環境の問題など、職場環境に原因がある場合も考えられます。両者は相互に影響を与え合っています。

　労働環境の要因が多くを占めると判断された場合、うつ病が労災と認定されることがあります。具体的には以下の３つに該当する場合です。

①うつ病を発症している。

②うつ病発症前おおむね６ヵ月の間に、客観的にうつ病を発病させるような業務による強い心理的負荷が認められる。

③業務以外の心理的負荷及び個体側要因によってうつ病になったのではないことが認められる。

　①があきらかになった後、②、③についてそれぞれ検討され、総合的な判断がされます。

　②は、「過重な責任の発生、仕事の量・質の変化、仕事の失敗、仕事における対人関係の変化」など、計７項目に及ぶ「職場における心理的負荷評価表」が公表されています。
③は、「自分の出来事、自分以外の家族・親族の出来事、金銭関係」など、計６項目に及ぶ「職場以外の心理的負荷評価表」が公表されています。
　会社では、うつ病の従業員がでた場合、これらを基に検討をし、あきらかに業務が原因であると考えられる場合、労災の申請を行なうことも考えられます。
プライベートと職場環境の複合的なもの、と判断できる場合でも、職場環境側からの要因をつきとめ、今後のために改善方法を考えるのがよいでしょう。


2２年３月号











助成金の紹介


～建設業離職者雇用開発助成金～





生年月日で影響を受ける方








健康保険の自己負担割合(70～74歳)が4月以降も1割に据え置かれることになりました。（現役並み所得者を除く）会社に新たな高齢受給者証が送付されてきますので、ご本人にお渡し下さい。
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労働契約法について①
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